
                               
 

2025 年 10 月 14 日 
各 位 

会 社 名  ククレブ・アドバイザーズ株式会社 
代 表 者 名  代表取締役 宮寺 之裕 
 (コード番号：276A)  
問 合 せ 先  取締役執行役員 広報・ＩＲ室長 玉川 和信 
 (TEL 03-6272-8642) 

 

ファイブ・アンド・ミライアソシエイツ株式会社との業務提携に関するお知らせ 

 
当社は、2025 年 10 月 14 日開催の取締役会において、ファイブ・アンド・ミライアソシエイツ

株式会社（以下「ファイブミライ社」といいます。）との間で業務提携契約（以下「本業務提携」と
いいます。）の締結を決議いたしましたので、下記のとおり、お知らせいたします。 

 
記 

 
1. 業務提携の背景 
当社は、本日公表した中期経営計画 FY2026-FY2028 “A Tech-Driven Platform Strategy”におい

て、「CRE プラットフォーマーとして確固たる地位を確立する」ことの実現に向けて、成長戦略の
一つとして、「CRE×M&A の推進」を掲げております。 
現在中堅・中小企業における後継者問題は社会課題として大きなトレンドとなっており、中堅・

中小企業における 2022 年度の M&A の成約件数は 2014 年度比で 10 倍以上(注)となっております。
そのような中、多くの中堅・中小企業においては、業績縮小による保有資産の稼働率の低下や拠点
戦略の見直しによる遊休不動産化なども大きな経営課題となっております。 
(注) 出所：中小企業庁「事業承継・M&Aに関する現状分析と今後の取組の方向性について」 
当社は不動産テックを活用し、そうした遊休資産を活用したいニーズをマッチングさせること

を得意としており、今後の成長戦略において、不動産テックを活用することで、保有資産のポテン
シャルを引き出し、事業再生と資産価値の最大化が図ることができるものと考えております。 
 
2. 業務提携の内容と今後の組織体制 
本業務提携の相手先であるファイブミライ社は、中堅中小 M&A・スモール M&A（企業価値 30

億円以下）に強みを持つ独立系 M&Aコンサルティングファームであり、経営者に寄り添う伴走型
M&A コンサルティングを掲げ、創業以来、数多くの中小・スモール M&A、事業承継、事業再生案
件を支援してきた豊富な経験を有し、丁寧かつ高い品質のアドバイザリーサービスを提供していま
す。ファイブミライ社の得意とする事業領域は、当社のメインターゲットであるコンパクト CREの
サイズ感（概ね 20 億円以下）と合致することから、今般本業務提携の締結に至りました。 
今後、ファイブミライ社の有する独自の案件ソーシング力、広範なネットワークと、当社が得意

とする不動産のポテンシャルに着目した CRE ソリューションを掛け合わせることで、不動産テッ
クを活用した当社らしいビジネスを展開してまいります。 
ファイブミライ社は、M&A の案件ソーシング業務のほか、デューデリジェンス支援、M&A フ

ィナンシャルアドバイザリー業務、M&A エグゼキューション業務や PMI（Post Merger Integration：
M&A 後の統合支援）などのサポートを行います。また、本日付で公表している「組織変更に関す
るお知らせ」のとおり、M&A などの案件ソーシングを担当する部門として、経営企画室を新設し、
合わせて今後増加する検討案件を適正に見極める場として、M&A 投資委員会を設置し、ガバナン
スの強化を図ってまいります。 



 
 

 
3. 本業務提携の相手先の概要 
(1) 名称 ファイブ・アンド・ミライアソシエイツ株式会社 
(2) 所在地 東京都千代田区神田司町 2-13 
(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役 五十嵐 次郎 
(4) 事業内容 M&A コンサルティング業務 

 (M&A仲介業務、M&A フィナンシャルアドバイザリー業務) 
財務コンサルティング業務 

(5) 資本金 1.1百万円 
(6) 設立年月 2021年 5 月 
(7) 上場会社と当該会社 
  との関係 

資本関係 該当事項はありません。 
人的関係 該当事項はありません。 
取引関係 該当事項はありません。 
関係当事者への該当状況 該当事項はありません。 

相手先との守秘義務に基づき、大株主及び持ち株比率、最近 3 年間の財政状態及び経営成績につ
いては公表を控えさせていただきます。 

 
4. 日程 
(1) 当社取締役会決議日 ：2025年 10 月 14 日 
(2) 契約締結日・提携開始日 ：2025年 10 月 14 日 

 
5. 今後の見通し 
本業務提携の締結による当社の 2026年 8月期連結業績に与える影響は軽微と見込んでおります

が、今後、開示すべき事項が発生した場合には速やかにお知らせいたします。 
 

以 上 
 


